
二重ローンの返済時における柔軟な対応に関する

要望 

 

要望の要旨 

事業者から、被災中小企業施設・設備支援事業資金貸付制

度（高度化スキームによる貸付制度）にかかる返済や東日本

大震災事業者再生支援機構による買取債権の返済に関する

相談があった場合には、柔軟な対応を要望します。 

 

要望の理由 

施設・設備の復旧にかかる費用の一部について、被災中小

企業施設・設備支援事業資金貸付制度（高度化スキームによ

る貸付制度）を活用した事業者の多くは、５年の返済据置期

間が到来し、返済が本格化している状況にあります。 

また、東日本大震災から１４年が経過し、１５年の支援期

間を迎える東日本大震災事業者再生支援機構による買取債

権の返済についても同じような状況にございますが、コロナ

禍による影響の長期化に加え、世界的な原油価格・物価高騰



に伴うコストの負担増等、買取時には予想できなかった外部

要因が事業者の負担となっており、その資金繰りに苦慮して

いる事業者が散見されます。 

このような状況にある事業者の円滑な経営再建のため、事

業者から返済に関する相談がなされた場合には、決算状況だ

けではなく、事業の将来性も踏まえ、返済猶予や償還期間の

延長、新たな制度の創設等、柔軟な対応をしていただくこと

を要望するものです。 


